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今
年
度
の
国
の
税
制
改
正
に

よ
り
、
来
年
度
か
ら
所
得
税
と

個
人
住
民
税
の
額
が
変
わ
り
ま

す
。

　

今
回
の
改
正
で
は
、
住
民
に

必
要
な
行
政
サ
ー
ビ
ス
に
か
か

る
財
源
を
、
地
方
自
治
体
が
自

主
的
に
確
保
で
き
る
よ
う
、
国

の
所
得
税
の
一
部
︵
3
兆
円
規

模
︶
を
地
方
税
で
あ
る
個
人
住

民
税︵
以
下﹁
市
･
県
民
税
﹂︶へ

移
す
こ
と
に
な
り
ま
し
た
︵
＝

税
源
移
譲
︶
。
こ
れ
に
よ
り
、

来
年
度
か
ら
所
得
税
と
市
・
県

民
税
の
税
額
が
変
わ
り
ま
す
。

　

市
･
県
民
税
に
は
所
得
に
応

じ
て
負
担
す
る
﹁
所
得
割
﹂

と
、
一
定
額
を
均
等
に
負
担
す

る
﹁
均
等
割
﹂
が
あ
り
ま
す
。

こ
の
う
ち
所
得
割
の
税
率
が
、

現
在
の
3
段
階
か
ら
一
律

︵
10
％
︶
に
変
わ
り
ま
す
。

　

ま
た
、
国
の
所
得
税
の
税
率

も
現
在
の
4
段
階
か
ら
6
段
階

に
変
わ
り
ま
す
。
所
得
税
は
減

額
、
市
･
県
民
税
は
増
額
と
な

り
ま
す
が
、
全
体
の
税
負
担
は

変
わ
り
ま
せ
ん︵

1

2
︶。

　

税
源
移
譲
の
影
響
が
出
る
時

期
は
、
納
付
方
法
に
よ
っ
て
差

が
あ
り
ま
す
。

　

例
え
ば
、
給
料
か
ら
税
金
を

天
引
き
さ
れ
て
い
る
方
の
所
得

税
の
減
少
は
、
来
年
1
月
の
給

料
か
ら
、
市
･
県
民
税
の
増
加

は
6
月
の
給
料
か
ら
実
施
し
ま

す
。
ま
た
、
公
的
年
金
を
受
給

者
で
、
源
泉
徴
収
税
額
が
あ
る

方
の
所
得
税
の
減
少
は
来
年
2

月
か
ら
、
市
･
県
民
税
の
増
加

は
6
月
か
ら
と
な
り
ま
す
の

で
、
税
負
担
の
減
少
が
先
行
し

ま
す
。

　

一
方
、
事
業
者
の
市
･
県
民

税
の
増
加
は
来
年
6
月
か
ら
、

所
得
税
の
減
少
は
平
成
20
年
3

月
の
確
定
申
告
か
ら
実
施
し
ま

す
の
で
、
税
負
担
の
増
加
が
先

行
し
ま
す
。

　

来
年
度
の
市
･
県
民
税
は
、

税
源
移
譲
の
他
、
国
の
税
制
改

正
に
よ
る
定
率
減
税
の
廃
止

や
、
県
が
独
自
に
取
り
組
む
水

源
環
境
保
全
･
再
生
の
た
め
の

県
民
税
の
超
過
課
税
な
ど
に
よ

り
、
税
負
担
が
増
加
し
ま
す
。

1
　

税
額
か
ら
一
定
の
額
を
控
除

す
る
﹁
定
率
減
税
﹂︵
今
年
度

分
は
所
得
割
額
の
7
・
5
％
相

当
額
、
上
限
2
万
円
︶
は
、
来

年
度
か
ら
廃
止
さ
れ
ま
す
。

2
　

市
･
県
民
税
は
、
人
的
控
除

︵
基
礎
控
除
･
扶
養
控
除
な

ど
︶
の
額
が
、
所
得
税
よ
り
も

低
く
定
め
ら
れ
て
い
ま
す
。
こ

の
た
め
、
同
じ
所
得
額
で
も
市

･
県
民
税
の
課
税
所
得
額
が
大

き
く
な
り
ま
す
。
こ
れ
を
調
整

す
る
た
め
、
税
源
移
譲
に
合
わ

せ
て
、
市
･
県
民
税
所
得
割
額

か
ら
一
定
の
額
を
控
除
す
る

﹁
調
整
控
除
﹂
が
設
け
ら
れ
ま

す
︵

3
︶
。

3
　

県
で
は
、
水
源
環
境
の
保
全

･
再
生
に
継
続
的
に
取
り
組
む

た
め
、
個
人
県
民
税
の
均
等
割

と
所
得
割
に
対
す
る
超
過
課
税

を
次
の
と
お
り
実
施
し
ま
す
。

　

対
象
は
個
人
県
民
税
の
み
。

水
源
の
環
境
保
全
と
再
生
事
業

国
か
ら
税
源
移
譲

所
得
税
と
個
人
住
民
税
が
変
わ
り
ま
す

だ
け
に
活
用
し
ま
す
。

　

な
お
、
老
年
者
非
課
税
措
置

の
廃
止
に
伴
う
減
額
を
受
け
て

い
る
方
は
、
平
成
20
年
度
か
ら

の
負
担
に
な
り
ま
す
。

　

▽
実
施
期
間　

19
年
度
～
23

年
度
分
︵
5
年
間
︶　

▽
税
率

　

▼
均
等
割　

1
0
0
0
円
↓

1
3
0
0
円　

▼
所
得
割　

4
％
↓
4
・
0
2
5
％
。

　

※
納
税
者
1
人
当
た
り
の
平

均
負
担
額
は
、
年
額
約
950
円
。

4
　

土
地
や
株
式
等
の
譲
渡
な
ど

分
離
課
税
等
に
係
る
市
民
税
と

県
民
税
の
税
率
割
合
が
、
6
対

4
に
改
正
さ
れ
ま
す
。
た
だ

し
、
こ
れ
ら
を
合
計
し
た
税
率

に
変
更
は
あ
り
ま
せ
ん
。

　

市
･
県
民
税
の
税
率
が
一
律

10
％
に
な
る
こ
と
に
伴
い
、
山

林
所
得
の
5
分
5
乗
課
税
、
変

動
･
臨
時
所
得
の
平
均
課
税
は

廃
止
さ
れ
ま
す
。

◇
手
話
通
訳
者
と
要
約
筆
記
員

　

を
派
遣

　

市
内
在
住
の
聴
覚
･
音
声
･

言
語
機
能
障
害
の
手
帳
を
お
持

ち
の
方
が
、
公
的
機
関
や
医
療

機
関
な
ど
へ
行
く
た
め
通
訳
を

必
要
と
す
る
時
、
無
料
︵
交
通

費
を
除
く
︶
で
派
遣
し
ま
す
。

　

申　

希
望
日
の
7
日
前
ま
で

に
、
フ
ァ
ク
ス
ま
た
は
直
接
障

害
福
祉
課
へ
。

◇
金
曜
に
手
話
通
訳
を
設
置

　

市
役
所
で
相
談
や
手
続
き
を

す
る
際
、
ご
利
用
く
だ
さ
い
。

　

▽
日
時　

毎
週
金
曜
午
後
1

時
～
5
時
30
分　

▽
場
所　

障

害
福
祉
課
。

　

問　

同
課
︵
Ｆ
233
・
5
7
3

1
、
電
235
･
4
8
1
2
︶
。

1 200

5 3

2

2 200

200 5 3 2

2500 2500

3

人
権
週
間

　
　

12
月
４
日
〜
10
日

手
話
手
話
手
話

聴
覚
障
害
の
方
へ

サ
ー
ビ
ス
な
ど

表３　市・県民税と所得税の人的控除額の差

障害者
控除

配偶者
控除

普通 10,000円
特別 100,000円

一般 10,000円 配偶者所得
40万円を超え45万円未満

特別 50,000円

10,000円

10,000円

一般 50,000円

老人 100,000円

所得控除

扶養控除

同居特別障害者加算

基礎控除

50,000円

30,000円
寡婦控除

寡夫控除

勤労学生控除

差額所得控除 差額
配偶者所得

38万円を超え40万円未満配偶者
特別控除

普通扶養 50,000円

特定扶養 180,000円

老人扶養 100,000円
同居老親等 130,000円

120,000円
50,000円

所得控除

表２　税源移譲による税率の変更例

①独身者で給与収入の場合

②夫婦と子ども２人で給与収入の場合（配偶者：収入なし、子ども：高校生と小学生）

③夫婦のみで年金収入の場合（夫：68歳、妻：64歳で収入なし）

※一定の社会保険料が控除されているものとして計算しています。
　市・県民税の均等割は含まれていません。
　税源移譲前の所得税および市・県民税は、定率減税額を差し引く前の金額です。

⇒

⇒

⇒
所得税 市・県民税 合計

300万円 124,000 64,500 188,500

500万円 258,000 163,000 421,000

700万円 474,000 307,000 781,000

1,000万円 966,000 553,000 1,519,000

給与収入
税源移譲前（単位：円）

所得税 市・県民税 合計
62,000 126,500 188,500

160,500 260,500 421,000

376,500 404,500 781,000

868,500 650,500 1,519,000

税源移譲後（単位：円）

所得税 市・県民税 合計
0 9,000 9,000

59,500 135,500 195,000

165,500 293,500 459,000

590,500 539,500 1,130,000

税源移譲後（単位：円）

所得税 市・県民税 合計
0 0 0

20,700 46,500 67,200

44,000 93,000 137,000

64,900 134,800 199,700

82,300 169,700 252,000

税源移譲後（単位：円）

所得税 市・県民税 合計
300万円 0 9,000 9,000

500万円 119,000 76,000 195,000

700万円 263,000 196,000 459,000

1,000万円 688,000 442,000 1,130,000

給与収入
税源移譲前（単位：円）

所得税 市・県民税 合計
200万円 0 0 0

250万円 41,500 25,700 67,200

300万円 88,000 49,000 137,000

350万円 129,800 69,900 199,700

400万円 164,700 87,300 252,000

給与収入
税源移譲前（単位：円）

表１　市・県民税と所得税の税率
課税所得金額×税率－速算控除額＝税額
◇住民税◇

◇所得税◇

⇒

⇒

税率 速算控除額 税率 速算控除額

200万円を超え
700万円以下

0

10%

8%
2%

03%

70,000

課税所得金額

200万円以下

700万円を超える

100,000

240,000 3%

平成18年度以前
市民税 県民税

4%6%

平成19年度以後

税率 税率
市民税 県民税

税率 速算控除額

900万円を超え
1800万円以下

37%

30%

10%

課税所得金額

195万円以下

1800万円を超える

1,230,000

695万円を超え
900万円以下

20%

330万円を超え
695万円以下 330,000

195万円を超え
330万円以下

0

2,490,000

平成18年分以前
税率 速算控除額

40%

33%

5%

1,536,000

20% 427,500

23% 636,000

10% 97,500

0

2,796,000

平成19年分以後

※速算控除額…累進課税方式による税額の調整額

　

12
月
4
日︵
月
︶～
10
日︵
日
︶

は﹁
第
58
回
人
権
週
間
﹂で
す
。市

で
は
次
の
行
事
を
行
い
ま
す
。

　

文
化
・
ス
ポ
ー
ツ
な
ど
で
活

躍
し
て
い
る
方
々
か
ら
寄
せ
ら

れ
た
人
権
に
つ
い
て
の
メ
ッ
セ

ー
ジ
を
パ
ネ
ル
で
展
示
し
ま
す
。

　

▽
期
間　

12
月
4
日
︵
月
︶

～
8
日
︵
金
︶　

▽
場
所　

市

役
所
エ
ン
ト
ラ
ン
ス
ホ
ー
ル
。

　

▽
日
時　

12
月
8
日
︵
金
︶

午
前
11
時
～
正
午　

▽
場
所　

海
老
名
駅
東
口
自
由
通
路
。

　

相
談
は
無
料
で
秘
密
は
守
ら

れ
ま
す
。
お
気
軽
に
ど
う
ぞ
。

　

▽
日
時　

12
月
8
日
︵
金
︶

午
後
2
時
～
4
時　

▽
受
付
場

所　

市
民
相
談
室　

▽
相
談
事

項　

親
族
・
近
隣
・
悩
み
事
一

般
。

●
人
権
相
談
は
、
毎
月
第
4
火

曜
、
午
後
1
時
～
4
時
に
市
民

相
談
室
で
行
っ
て
い
ま
す
︵
予

約
制
︶
。
ま
た
、
人
権
擁
護
委

員
の
自
宅
で
も
受
け
付
け
て
い

ま
す
。※
事
前
に
電
話
連
絡
を
。

︻
人
権
擁
護
委
員
︼︵
50
音
順
︶

　

伊
藤
清
子
︵
い
と
う
・
き
よ

こ
︶　

大
谷
4
0
5
7

－

2︵
電

232
・
7
3
1
5
︶

　

大
西
幸
道︵
お
お
に
し
・
こ
う

ど
う
︶　

国
分
北
2

－

13

－

40

︵
電
231
・
5
0
7
4
︶

　

柴
﨑
政
光︵
し
ば
さ
き
・
ま
さ

み
つ
︶　

上
今
泉
1

－

17

－

4

︵
電
231
・
5
4
5
7
︶

　

高
橋
祐
子︵
た
か
は
し
・
ゆ
う

こ
︶　

杉
久
保
1
2
6
9
︵
電

238
・
4
8
4
7
︶

　

土
屋
喜
良
︵
つ
ち
や
・
き
よ

し
︶　

柏
ケ
谷
3
8
3
︵
電
233
・

1
9
8
2
︶

　

西
海
久
子︵
に
し
が
い
・
ひ
さ

こ
︶　

中
野
186
︵
電
238
・
3
9

2
8
︶

　

二
見
隆
江
︵
ふ
た
み
・
た
か

え
︶　

本
郷
5
2
0
4

－

ロ

︵
電
238
・
5
5
7
4
︶

　

山
田
憲
政︵
や
ま
だ
・
の
り
ま

さ
︶　

中
新
田
2

－

10

－

15︵
電

232
・
6
6
3
3
︶。

　

問　

広
聴
相
談
課
︵
電
235
・

4
5
6
7
︶。

　

問　

市
民
税
課
︵
電
235
・

8
5
9
4
︶


